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当事業所が、利用者に対して行う居宅介護支援について、契約上ご注意いただきたいことを

次のとおり説明します。 

 

１．事業者 

法 人 名 社会福祉法人 可児市社会福祉協議会 

法 人 所 在 地 岐阜県可児市今渡６８２番地１ 

電 話 番 号 ０５７４－６２—１５５５ 

代 表 者 会長  奥村 啓明 

設 立 年 月 昭和５２年５月２日 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 の 種 類 指定居宅介護支援事業所 

事業所指定番号 岐阜県 2173100013 

事 業 所 の 名 称 可児市社会福祉協議会 

事業所の所在地 岐阜県可児市今渡６８２番地１ 

電 話 番 号 ０５７４－６２－１５５５ 

管 理 者 森 悦子 

当事業所の運営方針  利用者が要介護状態等にあっても、できる限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮

します。また、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び

福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよ

う、公正中立な居宅介護支援の提供を行います。 

開 設 年 月 平成１２年４月１日 

   

３．事業実施地域及び営業時間 

通常の事業の実施地域 可児市内 

営 業 日 祝日、年末年始（12 月 29 日から 1 月 3 日）を除く 

月曜日～金曜日 

営 業 時 間 午前８時 30 分～午後５時 15 分 

必要に応じて２４時間・３６５日常時対応ができる体制とする。 

 

４．職員の体制 

 常勤専従 常勤兼務 

管  理  者 １名（主任介護支援専門員） — 

介護支援専門員 ２名 — 
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５．指定居宅介護支援の提供方法、内容 

 （１）介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者や

その家族に対し、利用者は計画に位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業

所の紹介を求めることが可能であることや、当該事業所を計画に位置付けた理由を求め

ることが可能であることを説明します。当該地域における指定居宅サービス事業者等に

関するサービスの内容、利用料等の情報を、公平に利用者等に対して提供し、サービス

の選択を求めます。また、作成した計画書の総数のうち、訪問介護、通所介護、福祉用

具貸与及び地域密着型通所介護（以下、「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けら

れた計画書の数が占める割合並びに事業所において作成された計画書に位置付けられた

訪問介護等ごとの回数のうち、同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サー

ビス事業者によって提供されたものの占める割合等につき説明を行い、理解を得るよう

に努めます。 

 （２）介護支援専門員は、計画書の作成には、課題分析表を用いて、利用者の有する能力、

既に提供をうけているサービス、置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱え

る問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する

上で解決すべき課題を把握します。 

（３）介護支援専門員は、前項に定める課題を把握するため、利用者の居宅を訪問し、利用

者等に面接して行います。この際、面接の趣旨を十分に利用者等に対して説明し理解を

得て行います。 

（４）介護支援専門員は、利用者等の希望並びに利用者の課題や、当該地域における介護給

付等対象サービスが提供される体制を勘案して、提供されるサービスの目標及びその達

成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ計画書の原案を作成します。 

（５）介護支援専門員は、計画書の原案に位置づけたサービスの担当者から、会議の招集、

照会等により、当該計画書の原案の内容について、専門的な見地からの意見を求めます。 

（６）介護支援専門員は、計画書を新規に作成した場合や要介護更新認定、要介護状態区分

の変更認定を受けた場合、その他必要に応じサービス担当者会議を開催し、利用者の状

況を把握し各サービス担当者等と連携して支援します。 

（７）介護支援専門員は、少なくとも１か月に 1 回、モニタリングの結果を記録します。 

（８）介護支援専門員は、計画書の原案について、位置づけられたサービスが保険給付の対

象となるか否かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者等に対して

説明し、文書により同意を得ます。 

（９）介護支援専門員は、計画書の作成後においても利用者等及び指定居宅サービス事業者

等との連絡を継続的に行うことにより、計画書の実施状況及び課題の把握を行い、必要

に応じて計画書の変更及び指定居宅サービス事業者等との連絡調整、その他必要なサー

ビスの提供を行います。 

（１０）介護支援専門員は、上記の把握を行うため、居宅サービスの実施後１か月に１回以

上、利用者を訪問します。 

（１１）介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者やそ

の家族に対し、医療機関等に入院した際、利用者等は担当介護支援専門員の氏名、当事

業所の連絡先を入院先医療機関に提供することを求めます。介護支援専門員は、利用者

が居宅においてサービスの継続が困難になった場合及び利用者が介護保険施設等への入
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所または入院を希望する場合、介護保険施設等への紹介その他の便宜の提供を行います。 

（１２）介護支援専門員は、介護保険施設等から退所または退院しようとする要介護者等か

ら依頼があった場合、円滑に居宅における生活へ移行できるよう、あらかじめ計画書の

作成等の援助を行います。 

（１３）介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービス

の利用を希望している等必要な場合、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（以

下「主治医等」という。）の意見を求めます。また、この場合において、介護支援専門員

は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付

します。 

（１４）介護支援専門員は、計画書に訪問看護等を位置づける場合、主治医等の指示がある

場合に限り行います。医療サービス以外の介護サービスについて、主治医等の医学的観

点からの留意事項が主治医意見書等に示されている場合、それを尊重して行います。 

（１５）介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活状況に係る情報

のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤

師に提供します。 

（１６）介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合、包

括支援センターに当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を図ります。 

（１７）介護支援専門員は、利用者が提示する介護保険被保険者証に、介護保険法第 27 条

第 8 項第 2 号に掲げる事項に係る認定審査会の意見又は、介護保険法第 37 条第 1 項

に基づき指定されたサービスの種類についての記載がある場合、利用者にその趣旨（サ

ービスの指定については変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、

その内容に沿って計画書を作成します。 

（１８）介護支援専門員は、計画書の作成又は変更には、利用者の自立した日常生活の支援

を効果的に行うため、原則として特定の時期に偏ることなく、計画的にサービス利用が

行われるよう努めます。 

（１９）介護支援専門員は、計画書の作成又は変更には、利用者の日常生活全般を支援する

観点から、介護保険給付対象サービス以外にも、保健医療サービス又は福祉サービス、

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて計画書上に位置づ

けるよう努めます。 

（２０）障害福祉サービスを利用してきた障害者が介護保険サービスを利用する場合等にお

いて、介護支援専門員と障害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携を促進するため

に、指定居宅介護支援事業者が特定相談支援事業者との連携に努めます。 

 

６．指定居宅介護支援の利用料等及び支払い方法 

（１）指定居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基 

準によるもので、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスであるときは無

料です。 

（２）加算の算定について 

 当事業所は厚生労働大臣が定める以下、イ～ルの基準に適合しており、特定事業

所加算Ⅲを算定し、質の高い居宅介護支援を提供します。 
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イ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達を目的

とした会議を定期的に開催すること。                  

ロ ２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体 

制を確保していること。 

ハ 当該居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施

していること。 

ニ 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当

該支援が困難な事例に係る者に居宅介護支援を提供していること。 

ホ 家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病

患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修

等に参加している事。 

へ 居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

ト 指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員 1 人当たり 45 名未満であるこ

と。 

チ 介護支援専門員実務研修における科目｢ケアマネジメントの基礎技術に関する実

習｣等に協力又は協力体制を確保していること。 

リ 専ら居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置しているこ

と。  

ヌ 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を２名以上配置し

ていること。 

ル 他の法人が運営する居宅介護支援事業者と共同で事例検討会・研修会を実施し 

ていること。 

   ヲ 必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービスが包括的に提供さ

れるような居宅サービス計画を作成していること。 

（３）保険料の滞納等により、法定代理受領ができなくなった場合、1 か月につき要

介護度に応じて上記（１）（２）の金額をいただき、当事業所からサービス提

供証明書を発行します。このサービス提供証明書を後日、市の窓口に提出する

と全額払い戻しされます。 

（４）通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援に要した交通費は、その

実費をいただきます。なお、自動車を使用した場合の交通費は、10 キロメー

トルにつき２00 円をいただきます。 

（５）費用の支払いを受ける場合には、利用者等に対して事前に文書で説明した上

で、支払いに同意する旨の文書に署名を受けます。 

（６）指定居宅介護支援の利用者等は、本会の定める期日までに、利用料等を現金又

は銀行口座振込または郵便振替により納付していただきます。 
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7．苦情の受付について 

（１）当事業所に対する苦情やご相談、情報開示の請求は以下の専用窓口で受け付けます。 

苦 情 受 付 窓 口 

苦情解決責任者 

苦情受付担当者 

受 付 時 間 

 

電話番号  ０５７４－６２－１５５５ 

事務局長  坂崎 正英 

  管理者   森 悦子 

午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分  

  毎週月曜日～金曜日 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

可児市役所 

介護保険課 

 介護保険係 

介護認定係 

      介護事業者係 

高齢福祉課  

高齢者支援係    

所在地  可児市広見１丁目１番地 

電話番号 ０５７４－６２－１１１１（代表） 

ＦＡＸ  ０５７４－６０－４６１６ 

受付時間 午前８時３０分～午後５時１５分       

月曜日～金曜日 

 

 

８．事故発生時の対応 

（１）事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には

速やかに、保険者、利用者の家族、関係機関等に連絡を行うとともに、必要な措置を講

じます。 

（２）事業者は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録し再発防止

に努めます。 

（３）事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した

場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

岐阜県 

国民健康保険団体連合会 

介護保険課苦情相談係 

所在地  岐阜市下奈良２丁目２番１号 

     （岐阜県福祉農業会館内） 

電話番号 ０５８－２７５－９８２６ 

ＦＡＸ  ０５８－２７５－７６３５ 

受付時間 午前９時～午後５時  

月曜日～金曜日 

岐阜県運営適正化委員会 

 

所在地  岐阜市下奈良２丁目２番１号 

     （岐阜県福祉農業会館内） 

電話番号 ０５８－２７８－５１３６（代表） 

ＦＡＸ  ０５８－２７８－５１３７ 

受付時間 午前８時３０分～午後５時１５分 

月曜日～金曜日 
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９．虐待の防止について 

  事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、職員に対し研修を実施する等の措置を講じるように努めます。 

 

１０．ハラスメント対策 

 （１）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくり

を目指します。 

 （２）利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行

為、ハラスメント等の行為を禁止します。 

 

１１．衛生管理等 

   （１）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね

6 月に 1 回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底しています。 

   （２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

   （３）職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 

 

１２．業務継続計画の策定等について 

 （１）非常災害や感染症の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開に計るための計画（業務継

続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

 （２）職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施します。 

 （３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 

 

１３．身体拘束の適正化 

 （１）利用者の生命・身体を保護するための緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束を行

いません。 

（２）身体拘束を行う場合は、その態様、時間、利用者の心身の状況、緊急やむを得ない

理由を記録します。 
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 以上のとおり、契約が成立したことを証するために本重要事項説明書 2 通を作成し、利用

者及び事業者は署名押印のうえ、各自その 1 通を保有することとします。 

 

令和   年   月   日 

  

私は指定居宅介護支援の提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項説明書の説明を行い

ました。    

  

事 業 者 住 所   岐阜県可児市今渡 682 番地１  

           

事 業 者   社会福祉法人 可児市社会福祉協議会 

 

代  表  者   会 長  奥村 啓明   印 

 

説  明  者                印  

 

 

私（利用者並びにその家族）は、本書面に基づいて事業者から重要事項説明書の説明を受け、

指定居宅介護支援の提供開始に同意するとともに、可児市社会福祉協議会の介護支援専門員が、

サービス担当者会議や主治医・関連機関等との連絡調整を行うために、業務上知り得た私並び

に私の家族等の個人情報を、必要最低限の範囲で使用することに同意し、署名押印します。 

 

利 用 者 住 所                           

 

氏    名                        印  

 

電      話          -      -          

 

 

署名代行者住所                           

 

氏    名                        印  

 

電      話          -      -          

 

利用者との続柄              

 

 


